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試験研究機関の地方独立行政法人化について 

 
 
１ 基本方針 

（１）設立単位 
工業総合研究センター、農林総合研究センター、水産総合研究センター及びふるさ

と食品研究センターを統合し、一つの地方独立行政法人を設立 
（２）設立時期 
   平成２１年４月１日 
 
２ 地方独立行政法人化のねらい 

（１）運営の自律性・自主性を高め、弾力的・効率的で透明性の高い運営を確保すること

により、より一層効果的な試験研究成果の早期発現を図り、本県における工業及び農

林水産業の一層の振興に寄与 
（２）工業系と農林水産系の試験研究機関を一つの法人に統合することにより、両分野の

連携を強化し、「攻めの農林水産業」、「あおもり農工ベストミックス構想」、「あ

おもりウェルネスランド構想」などの施策を一層推進 
 
３ 法人運営の方向性 

（１）目標による管理と評価の推進 
県が定める中期目標に基づき、法人自らが中期計画、年度計画を定め、自律的、計

画的に業務を運営 
また、法人の業務実績について、外部有識者で構成する評価委員会が専門的な立場

から定期的に評価・勧告し、業務全般の適正な運営を推進 
（２）研究成果達成に向けた業務運営の弾力化・スピード化 

地方自治制度の枠組み（組織・予算等）から解放され、法人の判断で弾力的かつス

ピーディに成果達成に邁進 
（３）職員意識の更なる向上 

成果重視型の人事管理の導入等により、業務実績に係る自己責任を明確化し、成果

達成に向けた意識を高揚 
（４）情報公開の積極的な実施 

中期目標等、財務諸表、業務実績、評価結果、給与の支給基準等広汎な事項につい

て、インターネット等を活用し、公開することにより、業務運営の透明性を向上 
（５）各試験研究分野の連携強化 

各試験研究機関を単一の法人とすることにより、これまで各分野単位でしか発揮さ

れていなかったノウハウ、人材等を分野横断的、一体的に活用し、生産技術・付加価

値の向上を追求 
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（６）スケールメリットを活かした業務運営の効率化 
各試験研究機関を単一の法人とすることにより、管理面や執行面を中心にスケール

メリットを発揮し、より効率的な業務運営を推進 
 
＜地方独立行政法人化等による効果の具体例＞ 
○受託研究や外部資金の随時受入れ、試験研究の即時着手による成果創出のス

ピードアップ 
○研究員の随時確保 
○依頼分析等に係る料金の後払い・口座振込みの実施 
○分野横断的な企画調整機能の強化やプロジェクトチームの設置 
○試験研究設備・機器等の効率的な活用 

 
 
＜参考＞ 全国（都道府県）での実施状況 
平成１８年度 (地独)東京都産業技術研究センター【一般型・工業系】 

(地独)岩手県工業技術センター  【特定型・工業系】 
平成１９年度 (地独)鳥取県産業技術センター  【特定型・工業系】 
平成２１年度 
（予定） 

(地独)山口県産業技術センター  【特定型・工業系】 

平成２２年度 
（予定） 

北海道【一般型・環境、地質、工業、食品、農林、水産、建築の 
２２機関の統合】 

 



平成２０年度 試験研究機関組織体制

所管部 所管課 センター 下部機関

商工労働部

新産業創造課

工業総合研究センター （青森市）

弘前地域技術研究所 （弘前市）

八戸地域技術研究所 （八戸市）

農林水産部

農林水産政策課

農林総合研究センター （黒石市）

グリーンバイオセンター （青森市）

畑作園芸試験場 （六戸町）

フラワーセンター２１あおもり （青森市）

りんご試験場 （黒石市）

畜産試験場 （野辺地町）

林業試験場 （平内町）

水産総合研究センター （鰺ヶ沢町）

増養殖研究所 （平内町）

内水面研究所 （十和田市）

ふるさと食品研究センター （八戸市）

下北ブランド研究開発センター （むつ市）

農産物加工指導センター （六戸町）

試 験 研 究 機 関 の 職 員 数 及 び 予 算 額
職 員 数 （ H 2 0・ 人 ) 予 算 額 （ H 2 0当 初 ・ 千 円 ）

研 究 行 政 技 能 計 人 件 費 事 業 費 計

工 総 研 4 8 1 0 0 5 8 4 9 7 , 6 6 5 2 4 8 , 9 5 8 7 4 6 , 6 2 3

農林総研 1 5 6 2 5 8 4 2 6 5 2 , 2 0 2 , 5 2 7 9 2 0 , 5 8 6 3 , 1 2 3 , 1 1 3

水 総 研 3 5 8 4 2 8 5 7 4 7 , 0 9 4 2 8 4 , 8 0 6 1 , 0 3 1 , 9 0 0

ふ る 食 2 8 4 4 3 6 3 3 0 , 3 4 8 1 2 0 , 9 7 5 4 5 1 , 3 2 3

計 2 6 7 4 7 1 3 0 4 4 4 3 , 7 7 7 , 7 3 4 1 , 5 7 5 , 2 2 5 5 , 3 5 2 , 9 5 9

※１ 農林総研の防除室防除担当職員（9人、室長含む 、水総研の八戸漁業海岸局（6人）を除く。）

※２ 再任用職員は１人として計算。非常勤職員、臨時職員は含まない。

平成２１年度 地方独立行政法人組織体制イメージ

所 管 部 部 門 機 関

農林水産部 地方独立行政法人 青森県産業技術センター

本 部

理 事 長

本部理事 企画経営室（法人運営・研究企画・調整）

総 務 室（庶務・出納・経理）

工業部門理事 工業総合研究所

弘前地域研究所

八戸地域研究所

農林部門理事 農林総合研究所

野菜研究所

りんご研究所

畜産研究所

林業研究所

水産部門理事 水産総合研究所

内水面研究所

食品部門理事 食品総合研究所

下北ブランド研究所

農産物加工研究所


